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第２次長崎県環境教育等行動計画 改訂版
～持続可能な社会づくりのために、一人ひとりが自ら主体的に環境保全に取り組むことを目指して～

（計画期間：２０１９～２０３０年度）

  この計画は、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」第８条に基づき、環境

保全活動及び環境教育等の取組を総合的・体系的に推進するために策定した計画です。

この計画では、以下の４つの考え方を踏まえながら、学校等、家庭・地域、事業者、行政の各主体

が適切な役割分担の下、相互に連携・協力し環境教育等に取り組むことによって、一人ひとりの環

境保全のための行動を促し、さらにその一人ひとりが自ら主体的に取り組むことにより、持続可能

な社会づくりを目指していきます。

『持続可能な社会づくりのために、一人ひとりが自ら主体的に環境保全に取り組むこと』を

目標にしており、学校等、家庭・地域、事業者、行政など県民総ぐるみで環境教育等に関する取組

を推進することによって、詰替商品の購入や節電・節水の取組など、身近な環境保全活動に取り

組んでいる人の割合を２０３０年度までに１００％とすることを目指します。

指 標 基準値 中間目標値 目標値

身近な環境保全活動に取り組ん

でいる人の割合

62％

（2018 年度）

84％

（2025 年度）

100％

（2030 年度）

行動計画の数値目標

計画の基本的考え方

第２次長崎県環境教育等行動計画とは？

① ESD の視点を踏まえた環境教育…「持続可能な社会づくりの担い手」を育む

② SDGs と ESD の考え方の活用…「誰一人取り残さない」、「同時解決」の視点

③ 環境教育を通じた学びの実践…「体験活動」、「対話と協働」、「ICT の活用」を通じた学び

④ ライフステージに応じた環境教育等…幼児期からシニア世代までの段階に応じて
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持続可能な社会づくりに向けた取組を推進するためには、各主体がそれぞれの立場で推進する

ことが不可欠です。

主体区分 各主体に期待される役割のうち、主なもの

学校等

○教育活動を通じて、持続可能な社会の担い手として必要な「知識・能力・態度・価値
観等」を児童・生徒・学生に身につけさせること。

○幼稚園・保育園・認定こども園は、日常の保育の中で、幼児が、遊びや体験活動を通
じて身近な環境に触れ合い、様々な気づきが得られるよう取り組むこと。

家庭・
地域

○環境問題について日頃から家族で話し合い、詰替商品の購入や節電の取組など、身
近な環境保全活動に家族で取り組むこと。

○自治会などの地域コミュニティの場において、様々なライフステージに応じた取組を推
進すること。

事業者
○環境に配慮した製品やサービスの提供、情報発信により消費者や観光客、取引先等

の環境意識の向上や醸成につなげること。
○職場における環境教育等が従業員の家庭や地域社会における取組につながること。

行政

○地域の課題を把握し、環境保全活動や環境教育への取り組みを支援するため、情報
の提供、体験の場づくり、連携の促進に取り組むこと。

○環境教育関連施設では、他の環境教育関連施設等とも連携を図りながら、環境に関
する意識の普及や情報発信、体験活動などの取組を進めていくこと。

各主体の役割

各施策における主な取組

○県民等が環境に関する情報に触れ、持続した環境教育等が実施できるよう、メールマガジンの

配信や SNS 等による情報発信

○環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣を通した環境教育の実施

【施策１】環境保全活動、体験活動及び環境教育の推進

【施策２】協働取組の推進

【施策３】人材の育成

【施策４】拠点機能と情報発信の充実

○各主体が実施する環境に関するイベント等への参加・協力による環境教育等の推進

○中間支援機能を有する団体との交流や情報交換等による機能充実に向けた取組の支援

○ICT を活用した講座の実施による環境活動指導者の養成

○環境学習総合サイト「環境活動ｅネットながさき」から環境プログラムや環境教育・環境保全の

活動事例集等を情報発信し、ノウハウの習得を支援

○環境保全活動や環境教育の拠点となる環境教育関連施設等との情報交換・相互連携による

情報発信の充実

○県環境保健研究センター等を活用した体験機会の場の提供、環境に関する取組の情報発信


